


  



 

はじめに 

 

 

 

 

 

 

近年、ICT（情報通信技術）は、スマートフォンの普及、IoT の進展、有線・無線ネット

ワークの高速・大容量化など、あらゆる場面で私たちの生活や企業活動を一変させるほどの

著しい発展を遂げております。また、インターネットを介したデータ流通量の飛躍的な増大

を背景に、多種多様なデータを活用した AI やロボットなどの新たな技術・サービスが次々と

登場しており、今後も、我々の想像を超える変革を続けていくものと考えられます。 

このような中、国は、地方と連携しながら、AI、IoT をはじめとする新技術や官民データ

を地域活性化のための各種施策に活用することとしております。 

本市におきましては、これまで「第三次鹿児島市地域情報化計画」に基づいた取組を展開

し、市民生活の利便性向上や地域の活性化に一定の成果を挙げてまいりました。 

一方、SNS 等によるインターネット上のつながりの深化やデータ流通量の増大等に伴い、

プライバシー侵害やネットワーク犯罪、情報活用力の格差などに対する市民の皆様の不安も

増しているほか、桜島の活発な火山活動などを踏まえ、災害時における情報発信のさらなる

強化も求められております。 

こうした環境の変化を踏まえ、引き続き、地域情報化を推進するため、この度、平成 30

年度から 33 年度までを計画期間とする「第四次鹿児島市地域情報化計画」を策定いたしま

した。今後、市民の皆様との協働・連携のもと、市民生活を安心・安全で豊かにするため

に各種施策を積極的に実施してまいりますので、皆様方の一層のご理解とご協力をお願い

申し上げます。 

終わりに、計画の策定にあたり、熱心にご審議賜りました鹿児島市地域情報化推進委員会

の皆様をはじめ、アンケート調査やパブリックコメント手続などで貴重なご意見やご協力を

いただいた市民の皆様並びに関係各位に心から感謝申し上げます。 

 

 

平成 30 年 3 月 

鹿児島市長  森 博幸 
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第１章 計画の概要 

 

１－１ 策定の趣旨 

近年、スマートフォン、タブレット型端末等の情報通信機器や Twitter、Facebook 等の SNS

（ソーシャル・ネットワーキング・サービス）が、私たちの生活に広く浸透してきており、それら

を活用するための情報通信基盤である移動系通信回線も高速化が進むなど、身近な生活への ICT

の普及はこれまで以上に急激に進んでいます。また、AI、IoT、ロボットなどといった最先端の

技術が普及してきています。こうした ICT の進歩は、近い将来私たちの生活をより快適なものへ

と大きく変えていくことが予想されています。 

他方、インターネット上に自らに関するデータが拡散する危険性もあり、個人情報の取扱いや

プライバシーに対する意識が高まっています。また、AI、IoT、ビッグデータなどの技術の活用

に関しては、個人情報やプライバシーの保護、サイバーセキュリティ対策など、様々な課題への

対応を図ることが求められています。 

国においては、平成 29 年 5 月に「世界最先端 IT 国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画」

が閣議決定されました。この計画では、超少子高齢社会を迎えている状況の中、集中的に対応す

べき諸課題を踏まえ、「データ」がヒトを豊かにする社会（官民データ利活用社会）の実現を目指

し、2020 年を一つの区切りとして、8 つの重点分野を定めるとともに、重点的に講ずべき施策と

して、「行政手続等のオンライン化原則」や「オープンデータの促進、データの円滑な流通の促進」

などが盛り込まれ、地方公共団体等と連携して取り組むこととなっています。 

鹿児島市（以下「本市」という。）では、平成 10 年 3 月に「鹿児島市地域情報化計画」、平成

20 年 3 月に「第二次鹿児島市地域情報化計画」、平成 25 年 3 月に「第三次鹿児島市地域情報化計

画（以下「第三次計画」という。）」を策定し、本市の地域情報化を推進してきました。 

第三次計画では、3 つの重点取組（①ICT の安心・安全な利活用の推進、②情報発信の強化と

双方向性の活用、③災害発生時等の対応力強化）に対応するための具体策等に取り組み、地域情

報化を推進していく上で一定の成果を挙げることができました。 

しかしながら、平成 28 年度の市民意識調査では、インターネットを利用する市民が増加してい

る一方、情報化に伴う「プライバシー侵害」や「ネットワーク犯罪」、「パソコン等の活用力の格

差」、「ウイルスの感染」などに不安を感じている市民が多くなっています。 

このように、ICT の進展に伴い市民ニーズが高度化・多様化する状況下において、市民生活の

利便性向上と地域の活性化をより一層図るためには、ICT を取り巻く環境や社会経済情勢の変化

を的確に捉え、各種情報化施策を計画的かつ効率的に推進していく必要があります。 

そこで、第三次計画の終了後も、引き続き地域情報化を推進するため、国の動向や最新の情報

通信技術、本市の地域情報化の現状などを踏まえ、本市情報化推進の指針となる「第四次鹿児島

市地域情報化計画（以下「本計画」という。）」を策定します。 
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１－２ 計画の位置づけ 

本計画は、上位計画である「第五次鹿児島市総合計画」に掲げた基本目標の達成に向けて、本

市情報化をさらに推進するための計画として位置づけます。 

また、官民データ活用推進基本法（平成 28 年法律第 103 号）に基づく本市の官民データ活用

推進計画としても取扱うものとします。 

 

１－３ 計画期間 

本計画の計画期間は、平成 30 年度から平成 33 年度までの 4 年間とします。 

ただし、本市を取り巻く社会経済情勢や国の動向、ICT の進展状況や各施策の進捗状況等を踏

まえ、必要に応じて計画を見直します。 

 

〔図表〕本市の総合計画と地域情報化計画の期間  
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第２章 情報化に関する現状 

 

２－１ 国の動向 

近年の国における情報化政策の動向については、平成 28 年 12 月、国が官民のデータ利活用の

ための環境を総合的かつ効果的に整備するため、「官民データ活用推進基本法」が公布・施行され、

また、平成 29 年 5 月、全ての国民が IT 利活用やデータ利活用による便益を享受し、真に豊かさ

を実感できる社会である「官民データ利活用社会」のモデルを構築する観点から「世界最先端 IT

国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画」が閣議決定されるなど、ICT の更なる利活用を促

進するための環境が整えられている状況にあります。 

 

(１) 世界最先端 IT 国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画                      

平成 29 年 5 月に閣議決定された「世界最先端 IT 国家創造宣言・官民データ活用推進基本計

画」では、超少子高齢社会を迎えている状況の中、集中的に対応すべき諸課題を踏まえ、「デー

タ」がヒトを豊かにする社会（官民データ利活用社会）の実現を目指し、2020 年を一つの区切

りとし、次の 8 つの重点分野を定めています。 

 

①電子行政        ⑤農林水産 

②健康・医療・介護    ⑥ものづくり 

③観光          ⑦インフラ・防災・減災等 

④金融          ⑧移動 

     

また、重点的に講ずべき施策としては、「行政手続等のオンライン化原則」や「オープンデー

タの促進、データの円滑な流通の促進」などが盛り込まれ、地方公共団体等と連携して取り組

むこととなっています。 
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２－２ 本市の取組と現状 

 

(１) 本市のこれまでの取組                           

本市は、「第二次鹿児島市地域情報化計画」の計画期間終了を受けて、新たな国の戦略や指針

等を踏まえ、社会経済情勢の大きな変化と ICT の進展、これに伴う市民ニーズの高度化・多様

化に対応するため、平成 25 年 3 月に「第三次鹿児島市地域情報化計画」を策定しました。 

第三次計画では、平成 23 年度の市民意識調査の結果などから明らかになった課題の解消に向

け、3 つの重点取組（①ICT の安心・安全な利活用の推進、②情報発信の強化と双方向性の活

用、③災害発生時等の対応力強化）を設定し、それに対応するための具体策等に取り組み、地

域情報化を推進していく上で一定の成果を挙げることができました。 

 

【第三次計画における 3 つの重点取組の対応状況】 

 

① ICT の安心・安全な利活用の推進 

「かごしま IT フェスタの開催」や「ICT 基礎講座の実施」、「消費生活学習資料の作成・

配布」等の具体策を推進し、市民等が ICT に関する必要な知識・活用方法を身に付け、ICT

を安心かつ安全に利活用するための施策を推進しました。 

 

② 情報発信の強化と双方向性の活用 

「鹿児島市ホームページの充実（平成 27 年 3 月にリニューアル）」や「SNS 等を活用し

た市政情報発信の充実」等の具体策を推進し、より充実した情報の提供や SNS などを効果

的に活用した取組を実施しました。 

 

③ 災害発生時等の対応力強化 

「デジタル防災行政無線の整備」や「安心ネットワーク 119 の拡充」、「情報セキュリティ

対策の推進」等の具体策を推進し、災害発生時の迅速な情報提供やサイバー攻撃に対する

対策強化等を図るための仕組みや体制を整備しました。 
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(２) 本市の情報化の現状                            

本市では、市民のニーズを的確に捉えるために、インターネットや情報通信機器の利用状況、

情報化施策などに関する市民の意識調査（鹿児島市の情報化に関する市民意識調査）を平成 28

年度に実施しました。 

この調査結果は、今後の地域情報化のあるべき姿と進むべき方向についての基本的な指針と

なる本計画を策定するための基礎資料としています。 

 

① 調査概要 

調査対象者：16 歳以上 80 歳未満の鹿児島市民（3,500 人） 

 調 査 期 間：平成 28 年 8 月 1 日～8 月 26 日 

有効回答数：1,664 件（回答率：47.5％） 

 

② 結果概要 

（ア）インターネットの利用状況 

本市のインターネット個人利用率は、前回調査（平成 23 年度）と比較して、72.5％か

ら 76.5％と 4.0 ポイント増加していますが、全国平均と比較すると 7.0 ポイント下回っ

ています。 

 

〔図表〕インターネット利用率の推移（個人） 
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（イ）情報通信機器の保有状況（世帯） 

前回調査と比較すると、前回まで上位であった「携帯電話（スマートフォン除く）」が

79.0％から 52.1％と 26.9 ポイント減少した一方、前回から調査項目に加わった「スマー

トフォン」が 13.2％から 60.0％と 46.8 ポイント増加しています。また、「タブレット型

端末」も 4.3％から 27.8％と 23.5 ポイント増加しており、「スマートフォン」、「タブレ

ット型端末」の急速な普及がうかがえる結果となっています。 

全国においても、本市と同様に、「スマートフォン」、「タブレット型端末」が急速に普

及している状況にあります。 

 

〔図表〕情報通信機器の保有率の推移（世帯） 
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（ウ）インターネット接続回線の利用状況 

自宅でのインターネット接続回線については、「携帯電話回線」が 50.0％で最も高く、

次いで「光回線」が 46.8％となっています。 

前回調査と比較すると、「携帯電話回線」が 5.1％から 50.0％と 44.9 ポイント増加し、

「光回線」は 57.0％から 46.8％と 10.2 ポイント減少しています。これは、スマートフォ

ン等の普及に伴い、光回線と同様の高速な携帯電話回線である「4G」や「LTE」、「WiMAX」

などのサービス利用者が増えたことによるものと考えられます。 

全国においても、本市と同様に、「携帯電話回線」の利用者が大幅に増加しています。 

 

〔図表〕インターネット接続回線の利用率の推移  
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（エ）本市情報化施策の利用状況 

本市が提供・実施している情報化施策の利用状況については、「市のホームページ」が

31.8％と最も多く、次いで「鹿児島市総合案内コールセンター（サンサンコールかごし

ま）」が 19.7％となっています。また、「どれも利用したことはない」は 44.8％となって

います。 

 

〔図表〕本市情報化施策の利用状況  
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鹿児島市立図書館ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ等の蔵書

検索､予約､利用状況確認等のｻｰﾋﾞｽ

かごしまｉマップ(地図情報システム)

住民票の写しなどのｺﾝﾋﾞﾆ交付ｻｰﾋﾞｽ

子育て支援情報サイト(りぼんかんなど)

鹿児島市生涯学習情報ｼｽﾃﾑ(ｷｭｰﾄﾋﾟｱ

ﾈｯﾄ)による施設及び講座の検索･予約

生涯学習ﾌﾟﾗｻﾞや地域公民館等における

パソコンやインターネットに関する講座

安心ネットワーク119メール

SNS等を活用した市政情報発信

市の観光施設等における無料WiFiｻｰﾋﾞｽ

電子申請サービス

ひとり暮らし高齢者等安心通報システム

鹿児島市議会インターネット議会中継

オープンデータ

どれも利用したことはない
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（オ）ソーシャルメディアの利用状況 

ソーシャルメディアの利用状況については、SNS 利用率が全体で 44.9％、動画投稿・

共有サイト利用率が 44.5％で、ともに前回調査より 10 ポイント以上増加しており、ソ

ーシャルメディアが市民生活に浸透してきている状況がうかがえます。 

年齢階層別の利用状況については、10 代、20 代の若い年齢層ほど利用率が高く、年

齢層が上がっていくに従って減少しています。 

 

〔図表〕SNS 利用率（年齢階層別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

〔図表〕動画投稿・共有サイト利用率（年齢階層別） 
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40.3%
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24.0%
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44.9%

76.7%
81.7%

69.1%

52.7%

36.3%

17.4%

11.8%

0%

20%

40%

60%

80%

全体 19歳以下 20～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60～69歳 70～79歳

平成23年度 平成28年度

31.0%

67.3%

41.3%

30.2% 31.4%

21.2%

10.4% 8.1%

44.5%

79.1% 80.9%

55.9%
50.8%

41.3%

22.1%

14.7%

0%

20%

40%

60%

80%

全体 19歳以下 20～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60～69歳 70～79歳

平成23年度 平成28年度
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53.7%

52.7%

38.2%

30.7%

29.9%

17.1%

16.9%

16.8%

14.8%

14.4%

11.8%

10.8%

10.8%

6.2%

3.7%

1.2%

4.1%

0.5%

40.2%

40.3%

25.4%

17.7%

10.6%

21.0%

15.0%

16.8%

16.2%

15.7%

4.7%

5.8%

2.3%

6.9%

1.7%

0% 20% 40% 60%

個人情報の保護に不安がある

ウイルスの感染が心配である

迷惑メールが来ること

架空請求やｲﾝﾀｰﾈｯﾄを利用した詐欺

通信料金が高い

違法･有害情報が氾濫している

電子的決済手段の信頼性に不安がある

特に不満は感じていない

パソコンなどの機器が高価すぎる

パソコンなどの操作が難しい

SNS等におけるｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ相手とのﾄﾗﾌﾞﾙ

利用する必要がない

接続速度が遅い

認証技術の信頼性に不安がある

情報検索に手間がかかる

必要な情報がない

わからない

その他

平成28年度 平成23年度

（カ）インターネット利用や情報化に対する不安など 

インターネット利用に対する不安やインターネットを利用しない理由については、「個

人情報の保護に不安がある」が 53.7％と最も多く、次いで「ウイルスの感染が心配であ

る」が 52.7％、「迷惑メールが来ること」が 38.2％となっています。前回調査と比較す

ると、「個人情報の保護に不安がある」は 13.5 ポイント、「ウイルスの感染が心配である」

は 12.4 ポイント増加しています。 

また、情報化に対する不安としては、「個人情報が漏えいしプライバシーが侵される」、

「ネットワーク犯罪が増加する」、「子どもが教育上好ましくない情報に接する」が、前回

調査より 10 ポイント以上増加しており、情報化に対する不安が増加している傾向が見ら

れます。 

 

〔図表〕インターネット利用に対する不安  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※平成28年度の追加項目 
・迷惑メールが来ること 

・架空請求やｲﾝﾀｰﾈｯﾄを利用した詐欺 
・SNS等におけるｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ相手とのﾄﾗﾌﾞﾙ 
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59.0%

50.0%

44.2%

37.3%

32.2%

27.9%

25.8%

23.7%

5.8%

6.4%

4.3%

0.7%

42.9%

38.4%

42.7%

25.6%

25.9%

28.6%

25.0%

16.7%

4.0%

11.1%

6.8%

1.2%

0% 20% 40% 60%

個人情報が漏えいしﾌﾟﾗｲﾊﾞｼｰが侵される

ネットワーク犯罪が増加する

パソコンなどを利用できる人と

できない人との間に格差が生じる

子どもが教育上好ましくない情報に接する

情報が氾濫し､振り回される

人と人とのふれあいが少なくなる

新しい機器の購入やサービスの

加入など経済的負担が増加する

情報通信技術の進展のｽﾋﾟｰﾄﾞ

が速くてついていけない

ﾊﾟｿｺﾝなどを使うことでｽﾄﾚｽがたまる

特に不満･不安はない

わからない

その他

平成28年度 平成23年度

〔図表〕情報化に対する不安  
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２－３ 地域情報化推進における課題 

最新の情報通信技術や国の動向を踏まえるとともに、市民意識調査結果などから市民ニーズの

動向を分析することで、本市が地域情報化を推進するにあたり、今後取り組むべき新たな課題に

ついて整理しました。 

 

(１) 市民意識調査等から導き出される今後の課題                                 

① スマートフォンやソーシャルメディア等の効果的な活用の検討【課題１】 

スマートフォンやタブレット型端末などが急速に普及するとともに、SNS をはじめとす

るソーシャルメディアの利用も急速に拡大しています。 

⇒スマートフォンやソーシャルメディア等を効果的に利活用する施策の検討が必要です。 

 

② ICT リテラシーやデジタルデバイドへの対応【課題２】 

インターネット利用などの情報化に伴い、「プライバシー侵害」や「ネットワーク犯罪」、

「パソコン等の活用力の格差」、「ウイルスの感染」などに不安を感じている市民が多くなっ

ています。また、インターネット上のトラブルや犯罪も多発しています。 

⇒インターネットやスマートフォンなどを安心・安全に利活用するために必要な ICT リ

テラシーの向上、年齢や障害などによるデジタルデバイドの解消等に努めていく必要

があります。 

 

③ 情報セキュリティの強化や災害・防災に係る情報提供の更なる充実【課題３】 

世界的規模で深刻化するサイバーセキュリティ上の脅威の増大を背景として、公的機関

や企業等に対するサイバー攻撃は、ますます巧妙化する傾向にあり、その被害は甚大なも

のとなっています。 

また、平成 28 年の熊本地震、平成 29 年 7 月の九州北部豪雨や本市で初めて観測した震

度 5 強の地震など、今後もあらゆる災害が身近に起こることが考えられる状況にあります。 

⇒情報セキュリティの強化や災害・防災情報の迅速かつ確実・正確な提供について更な

る充実を図るなど、市民等の安心・安全のために対策を講じる必要があります。 

 

(２) 国の動向などを踏まえた今後の課題                                 

国は、全ての国民が IT 利活用やデータ利活用による便益を享受し、真に豊かさを実感できる

社会である「官民データ利活用社会」のモデルを構築する観点から「世界最先端 IT 国家創造宣

言・官民データ活用推進基本計画」を策定しています。そして、これに基づき、地域活性化等

の課題を解決するため、電子行政等 8 つの重点分野を指定するとともに、AI、IoT などの新た

な技術や官民データを利活用した各種施策を推進することとしています。 

本市においても、国の動向などを踏まえて、今後以下のような取組が必要です。 

 

① 新たな情報化のメリットを実現する方策の検討【課題４】 

 

② 電子行政等を推進する更なる取組【課題５】 
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第３章 情報化施策 

 

３－１ 基本方針と施策 

 

(１) 基本方針                                 

平成 28 年度に実施した市民意識調査の結果や国の動向などから、今後取り組むべき新たな課

題に対応するため、4 つの基本方針を定め、本市の地域情報化を推進します。 

 

（基本方針１）市民生活を安心・安全で豊かにするための ICT 利活用  

ICT 利活用により、災害・防災等に係る情報提供の充実や様々な分野における市民生活の利

便性・快適性の向上を図るなど、市民生活を安心・安全で豊かにするための施策を推進します。 

具体策として、「安心ネットワーク 119 登録者の加入促進」や「コンビニ交付の推進」、「統合

型 GIS 活用の推進」等に取り組んでいきます。 

 

（基本方針２）地域の産業振興のための ICT 利活用  

スマートフォンやソーシャルメディア等を効果的に利活用した観光産業の振興や ICT 関連企

業の支援、ICT 利活用促進による地域経済の活性化など、地域の産業振興のための施策を推進

します。 

具体策として、「観光ホームページの運営」や「新規創業者等の育成支援」、「オープンデータ

の推進」等に取り組んでいきます。 

 

（基本方針３）電子行政等の推進と地域づくりのための ICT 利活用  

ICT 利活用による市民サービスの向上や行政事務の効率化、情報セキュリティ対策の強化な

どを図るとともに、地域の市民活動における ICT 利活用促進を図るなど、電子行政や地域づく

り等のための施策を推進します。 

具体策として、「鹿児島市ホームページの充実」や「情報セキュリティ対策の推進」、「地域コ

ミュニティ連携組織ポータルサイトの運営」等に取り組んでいきます。 

 

（基本方針４）ICT リテラシー向上とデジタルデバイド対策  

市民等が、インターネットや ICT 機器を安心・安全に、また効果的に利活用するための ICT

リテラシー向上や、年齢や障害などによる ICT 利活用の環境格差を是正するためのデジタルデ

バイド対策に寄与する施策を推進します。 

具体策として、「情報教育（情報モラル等）の充実」や「高齢者いきいき元気塾における ICT

基礎講座の実施」、「外国人観光客の受入体制の整備」等に取り組んでいきます。 
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基本方針今後の課題

【課題１】

スマートフォンやソーシャルメディア

等の効果的な活用の検討

【課題２】

ICTリテラシーやデジタルデバイドへ

の対応

【課題４】

新たな情報化のメリットを実現する方

策の検討

【課題３】

情報セキュリティの強化や災害・防災

に係る情報提供の更なる充実

【課題５】

電子行政等を推進する更なる取組

（基本方針１）

市民生活を安心・安全で豊かに

するためのICT利活用

⇒ 対応課題･･･１・３・４・５

（基本方針２）

地域の産業振興のためのICT

利活用

⇒ 対応課題･･･１・４・５

（基本方針３）

電子行政等の推進と地域づくり

のためのICT利活用

⇒ 対応課題･･･１～５

（基本方針４）

ICTリテラシー向上とデジタル

デバイド対策

⇒ 対応課題･･･２・４・５

〔図表〕基本方針と今後の課題との関連性  
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(２) 施策                                  

本計画では、「第五次鹿児島市総合計画」に掲げる基本目標（政策）と基本施策に基づき、情

報化の具体策を関連する分野ごとに次の 10 の施策にとりまとめ、4 つの基本方針のもと、地方

創生など他の個別計画と連携を図りながら、地域情報化を推進していきます。 

 

Ⅰ 信頼・協働  

 

① 電子行政の推進【施策１】  

ICT は、市民生活の利便性向上を図る上で、ますます重要な役割を果たしてきています。

鹿児島市ホームページや SNS 等を活用した市政情報発信の更なる充実に努めるとともに、

コンビニ等での証明書交付や統合型 GIS の活用などを推進し、市民サービスの向上や行政

事務の効率化等を図ります。 

 

② 地域の ICT 利活用促進【施策２】 

市民、事業者、行政等の協働・連携による活力ある豊かな地域づくりなどが求められて

います。市民活動における ICT 利活用促進やオープンデータの推進などに取り組むことに

より、市民等の情報活用力の向上を図り、地域の ICT 利活用を促進します。 

 

Ⅱ うるおい環境  

 

③ 環境分野における ICT 利活用の推進【施策３】 

低炭素社会や循環型社会の構築などが求められています。ICT 利活用による省エネルギ

ー化や廃棄物の減量などに関する取組を推進するほか、かごしま環境未来館ホームページ

などを通じて、環境に関する情報発信の更なる充実を図ります。 

 

Ⅲ にぎわい交流  

 

④ 観光・交流における ICT 利活用の推進【施策４】 

外国人観光客の増加等により、これまで以上に、観光交流都市としての魅力の向上や受

入体制の充実、効果的な情報発信などに努める必要があります。観光ホームページなどを

通じて、自然、歴史、文化、食など本市の持つ魅力を発信するとともに、外国人観光客等

が観光情報を入手しやすい環境を整備し、国内外からより多くの人が訪れるまちづくりを

推進します。 

 

⑤ 地域産業における ICT 利活用の推進【施策５】 

少子高齢化の進行や人口減少が現実となる中、ICT 社会が進展していることから、企業

等においては ICT 分野に関する高度な知識や技能を有する人材の育成等が重要になってい

ます。セミナー開催等による新規創業者等の育成支援や情報関連企業の立地などを通じて、

地域産業の活性化を図ります。 
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Ⅳ すこやか安心  

 

⑥ 子育て支援における ICT 利活用の推進【施策６】 

少子化や核家族化、地域のつながりの希薄化が進む中、子育て支援に関する情報を効果

的に提供していくことが必要です。ICT を利活用して、子育て支援施設や支援団体等の活

動の情報を効果的に提供し、親や妊婦など子育てに関わる者同士が情報交換し、安心して

子どもを生み育てることのできる環境づくりを推進します。 

 

⑦ 健康・福祉・医療における ICT 利活用の推進【施策７】 

高齢化が急速に進む中、高齢者が明るく健やかに暮らせる生きがいづくりや、安心して

快適に生活できる環境づくりなどが求められています。高齢者が、インターネットなどの

ICT を安心・安全に利活用できるよう ICT 基礎講座等の学習の場を設けるなど、健康・福

祉・医療分野の充実を図るために、ICT 利活用を推進します。 

 

⑧ 危機管理・防災における ICT 利活用の推進【施策８】 

桜島の活発な火山活動の継続や平成 28 年熊本地震などを踏まえ、危機管理・防災力の充

実などが求められています。防災行政無線システムや安心ネットワーク 119、SNS 等を活

用した災害情報の提供など、災害時における情報発信の更なる強化を図るとともに、関連

するシステムの整備など、市民の安心・安全のための情報を提供するための仕組みづくり

や体制強化を図ります。 

 

Ⅴ まなび文化  

 

⑨ 学校教育・生涯学習等における ICT 利活用の推進【施策９】 

学校教育や生涯学習等においては、インターネット上のトラブルを未然に防止するため

の対策や情報セキュリティに対する理解力向上などが求められています。児童生徒等の情

報活用能力の育成や情報モラルの向上のために、校内研修や啓発活動等の充実を図り、学

校教育や生涯学習等における ICT 利活用を推進します。 

 

Ⅵ まち基盤  

 

⑩ 都市基盤・公共施設における ICT 利活用の推進【施策１０】 

生活道路や上下水道、交通環境など市民生活に密着した都市基盤施設等については、よ

り効率的かつ効果的で、長寿命化が図られることなどが求められています。中長期的な視

野に立ち、ICT 利活用による都市基盤施設等の整備を進めるとともに、公共交通利用者の

利便性向上のために交通環境の更なる充実を図ります。 
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第五次鹿児島市総合計画

基本施策基本目標

低炭素社会の構築１

循環型社会の構築２

うるおい空間の創出３

生活環境の向上４

地域特性を生かした観光・交流の推進１

中心市街地の活性化２

地域産業の振興３

農林水産業の振興４

少子化対策・子育て支援の推進１

高齢化対策の推進２

きめ細かな福祉の充実３

健康・医療の充実４

生活の安全性の向上５

総合的な危機管理・防災力の充実６

学校教育の充実１

生涯学習の充実２

市民文化の創造３

スポーツ・レクリエーションの振興４

人権尊重社会の形成５

機能性の高い都市空間の形成１

快適生活の基盤づくり２

市民活動を支える交通環境の充実３

地域社会を支える協働・連携の推進１

自主的・自立的な行財政運営の推進２

①市民と行政が拓く

協働と連携のまち

【信頼・協働政策】

②水と緑が輝く

人と地球にやさしいまち

【うるおい環境政策】

③人が行き交う

魅力とにぎわい

あふれるまち

【にぎわい交流政策】

④健やかに暮らせる

安全で安心なまち

【すこやか安心政策】

⑤学ぶよろこびが広がる

誇りあるまち

【まなび文化政策】

⑥市民生活を支える

機能性の高い快適なまち

【まち基盤政策】

３－２ 計画の体系図 
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第四次鹿児島市地域情報化計画

施策

３ 環境分野におけるICT利活用の推進

Ⅱ うるおい環境

５ 地域産業におけるICT利活用の推進

４ 観光・交流におけるICT利活用の推進

Ⅲ にぎわい交流

６ 子育て支援におけるICT利活用の推進

８ 危機管理・防災におけるICT利活用の推進

７ 健康・福祉・医療におけるICT利活用の推進

Ⅳ すこやか安心

９ 学校教育・生涯学習等におけるICT利活用の推進

Ⅴ まなび文化

10 都市基盤・公共施設におけるICT利活用の推進

Ⅵ まち基盤

２ 地域のICT利活用促進

１ 電子行政の推進

Ⅰ 信頼・協働

基本方針

（基本方針１）

市民生活を安心・安全で豊かに

するためのICT利活用

（基本方針２）

地域の産業振興のためのICT

利活用

（基本方針３）

電子行政等の推進と地域づくり

のためのICT利活用

（基本方針4）

ICTリテラシー向上とデジタル

デバイド対策
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３－３ 具体策 

 

(１) 具体策一覧                               

本計画で取り組む具体策については、次のとおりです。なお、各具体策とそれぞれの基本方

針との関連性を、表中に記載しています。 

 

（基本方針１）市民生活を安心・安全で豊かにするための ICT 利活用 

（基本方針２）地域の産業振興のための ICT 利活用 

（基本方針３）電子行政等の推進と地域づくりのための ICT 利活用 

（基本方針４）ICT リテラシー向上とデジタルデバイド対策 

 

№ 具  体  策 

基本方針との関連性 

基本 
方針 
１ 

基本 
方針 
２ 

基本 
方針 
３ 

基本 
方針 
４ 

  【施策１】電子行政の推進 

1 1-1 鹿児島市ホームページの充実 ○ ○ ○ ○ 

2 1-2 SNS 等を活用した市政情報発信の充実 ○  ○  

3 1-3 鹿児島市総合案内コールセンター（サンサンコールかごしま）の運営 ○  ○  

4 1-4 鹿児島市ホームページ FAQ（よくある質問）機能の活用 ○  ○  

5 1-5 コンビニ交付の推進 ○  ○  

6 1-6 電子申請システムの拡充 ○  ○  

7 1-7 統合型 GIS 活用の推進 ○  ○  

8 1-8 電子納品の推進   ○  

9 1-9 情報セキュリティ対策の推進   ○ ○ 

10 1-10 庁内ネットワーク環境整備の推進   ○  

11 1-11 確定面積平面図等閲覧システムの導入 ○  ○  

  【施策２】地域の ICT 利活用促進 

12 2-1 地域コミュニティ連携組織ポータルサイトの運営 ○  ○  

13 2-2 通信環境の改善促進 ○  ○ ○ 

14 2-3 公共施設への公衆無線 LAN 設置の促進 ○ ○ ○ ○ 

15 2-4 オープンデータの推進 ○ ○ ○  

  【施策３】環境分野における ICT 利活用の推進 

16 3-1 庁内サーバの統合による消費電力の削減   ○  

17 3-2 かごしま環境未来館ホームページの運営 ○ ○ ○  

18 3-3 ゼロエネルギー住宅等整備促進事業の推進 ○  ○  

19 3-4 ごみ分別アプリ（さんあ～る）の活用 ○  ○  

20 3-5 生物多様性学習教材の提供 ○  ○  
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№ 具  体  策 

基本方針との関連性 

基本 
方針 
１ 

基本 
方針 
２ 

基本 
方針 
３ 

基本 
方針 
４ 

  【施策４】観光・交流における ICT 利活用の推進 

21 4-1 観光ホームページの運営  ○ ○ ○ 

22 4-2 海外旅行会社等に対する「さきどり情報」の発信  ○ ○  

23 4-3 外国人観光客の受入体制の整備 ○ ○ ○ ○ 

24 4-4 明治維新 150 年カウントダウンホームページの運営  ○ ○ ○ 

25 4-5 第 75 回国民体育大会及び第 20 回全国障害者スポーツ大会ホームページの運営  ○ ○ ○ 

  【施策５】地域産業における ICT 利活用の推進 

26 5-1 新規創業者等の育成支援  ○   

27 5-2 情報関連企業の立地  ○   

28 

 

5-3 ICT を活用した新たなビジネスの創出  ○   

29 5-4 しごと情報ナビの運営 ○ ○ ○ ○ 

30 5-5 農業における ICT 活用事例の情報提供  ○ ○  

  【施策６】子育て支援における ICT 利活用の推進 

31 6-1 子育て支援情報サイトの運営 ○  ○  

  【施策７】健康・福祉・医療における ICT 利活用の推進 

32 7-1 高齢者いきいき元気塾における ICT 基礎講座の実施 ○   ○ 

33 7-2 ひとり暮らし高齢者宅等への安心通報システムの設置 ○  ○  

  【施策８】 危機管理・防災における ICT 利活用の推進 

34 8-1 安心ネットワーク 119 登録者の加入促進 ○  ○  

35 8-2 消防緊急通信指令システムの拡充 ○  ○  

36 8-3 SNS 等を活用した防災情報の発信 ○  ○  

37 8-4 インターネットを活用した 119 番通報システムの導入 ○  ○ ○ 

38 8-5 防災情報システムの充実 ○  ○  

39 8-6  J アラート機能の強化 ○ 

 

 ○  

  【施策９】学校教育・生涯学習等における ICT 利活用の推進 

40 9-1 学習用・校務用機器等の整備 ○  ○ ○ 

41 9-2 ICT 支援員の派遣 ○  ○ ○ 

42 9-3 情報教育（情報モラル等）の充実 ○   ○ 

43 9-4 インターネットの安全利用に関する啓発 ○   ○ 

44 9-5 消費生活学習資料の作成・配布 ○   ○ 

45 9-6 ICT 基礎講座の実施 ○   ○ 

46 9-7 生涯学習情報システム（キュートピア・ネット）の利便性向上 ○  ○  

47 9-8 図書館電算システムの運用促進 ○  ○ ○ 

  【施策１０】都市基盤・公共施設における ICT 利活用の推進 

48 10-1 ストックマネジメントシステムの導入   ○  

49 10-2 ロケーションシステムの導入 ○ ○ ○ ○ 
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(２) 具体策の概要                               

本計画で取り組む各具体策の概要については、次のとおりです。なお、取組の進捗状況を把

握するために、本計画策定時点において可能なものについては、指標及び目標値を設定してい

ます。 

 

Ⅰ 信頼・協働  

 

① 電子行政の推進【施策１】 

  [１－１] 

具 体 策 名 鹿児島市ホームページの充実 

担 当 部 局 総務局 対   象 ☑市民等向け  ☑庁内向け 

概   要 
誰にとっても利用しやすく使いやすいホームページとなるよう、アクセシビリテ

ィに配慮するとともに、市民ニーズなどを踏まえた市政情報の充実を図る。 

期待される 

効   果 
多様なニーズを踏まえた市政情報の充実 

指   標 トップページへのアクセス数 

実 績 値 

(H28 年度末) 
2,668,767 件 

目 標 値 

(H33 年度末) 
3,400,000 件 

 

[１－２] 

具 体 策 名 SNS 等を活用した市政情報発信の充実 

担 当 部 局 総務局 対   象 ☑市民等向け  □庁内向け 

概   要 
Facebook 等の SNS やアプリなどのインターネット上の広報媒体を活用して、よ

り多くの市民等に市政情報をタイムリーに発信する。 

期待される 

効   果 
市政に関するタイムリーで迅速な情報発信 

指   標 フォロワー数（各 SNS の合計） 

実 績 値 

(H28 年度末) 
― 

目 標 値 

(H33 年度末) 
― 
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[１－３] 

具 体 策 名 鹿児島市総合案内コールセンター（サンサンコールかごしま）の運営 

担 当 部 局 市民局 対   象 ☑市民等向け  ☑庁内向け 

概   要 

市民からの問い合わせを年中無休で受け付け、ICT を用いて迅速かつ的確な対応

を行うコールセンター（サンサンコールかごしま）を運営し、市民サービスの向

上を図る。 

期待される 

効   果 

市民からの問い合わせ先を一元化し、年中無休で電話等での問い合わせに対応で

きるとともに、各課への問い合わせ減による業務の効率化が図られる。 

指   標 
①一次対応完了率 

②対応時間遵守率 

実 績 値 

(H28 年度末) 

①90.3％ 

②98.2％ 

目 標 値 

(H33 年度末) 
― 

 

[１－４] 

具 体 策 名 鹿児島市ホームページ FAQ（よくある質問）機能の活用 

担 当 部 局 市民局 対   象 ☑市民等向け  ☑庁内向け 

概   要 

ホームページ上に市政に関する「よくある質問と回答（FAQ）」を掲載し、市役所

に問い合わせることなく、その場で手続き等が確認できるようにすることで、市

民サービスの向上を図る。 

期待される 

効   果 
市民サービスの向上 

指   標 FAQ 件数 

実 績 値 

(H28 年度末) 
3,456 件 

目 標 値 

(H33 年度末) 
3,600 件 

 

[１－５] 

具 体 策 名 コンビニ交付の推進 

担 当 部 局 市民局 対   象 ☑市民等向け  □庁内向け 

概   要 
市役所の開庁時間以外においても、コンビニエンスストア等で住民票の写しなど

を交付することで、市民の利便性向上や窓口の混雑緩和を図る。 

期待される 

効   果 
市民の利便性向上 

指   標 個人番号カード・住民基本台帳カードの保有者に対するコンビニ交付登録者の割合 

実 績 値 

(H28 年度末) 
52.8％ 

目 標 値 

(H33 年度末) 
80％ 
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[１－６] 

具 体 策 名 電子申請システムの拡充 

担 当 部 局 総務局 対   象 ☑市民等向け  ☑庁内向け 

概   要 
電子申請の利用促進を図るため、申請手続きの種類やスマートフォンからでも利

用できるサービスを拡充する。 

期待される 

効   果 
市民の利便性向上、業務の効率化 

指   標 電子申請利用件数 

実 績 値 

(H28 年度末) 
5,752 件 

目 標 値 

(H33 年度末) 
6,300 件 

 

[１－７] 

具 体 策 名 統合型 GIS 活用の推進 

担 当 部 局 総務局 対   象 ☑市民等向け  ☑庁内向け 

概   要 

複数の部局が、各業務において共用する地図データを一元的に整備し管理する「統

合型 GIS（地理情報システム）」を運用する。また、公開可能な地図データは「か

ごしま i マップ」で公開し、市民の利便性向上を図る。 

期待される 

効   果 
市民の利便性向上、業務の効率化 

指   標 i マップページビュー数 

実 績 値 

(H28 年度末) 
1,355 万件 

目 標 値 

(H33 年度末) 
1,400 万件 

 

[１－８] 

具 体 策 名 電子納品の推進 

担 当 部 局 建設局 対   象 ☑市民等向け  ☑庁内向け 

概   要 
公共工事における調査、設計、工事などの各業務の最終成果を電子成果物として

納品することで、業務の効率化や省スペース化を図る。 

期待される 

効   果 
業務の効率化、省スペース化 

指   標 対象となる工事・業務の電子納品率 

実 績 値 

(H28 年度末) 
90.4％ 

目 標 値 

(H33 年度末) 
100％ 
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[１－９] 

具 体 策 名 情報セキュリティ対策の推進 

担 当 部 局 総務局 対   象 □市民等向け  ☑庁内向け 

概   要 

情報資産を内外のあらゆる脅威から防御するため、情報セキュリティ監査、機器

の導入、職員研修などを実施する。実施にあたっては、新たな脅威に対応するた

め、最新技術の情報を収集し対策を行う。 

期待される 

効   果 
職員の意識向上など情報セキュリティ対策の強化が図られる。 

指   標 職員の e ラーニング研修受講率 

実 績 値 

(H28 年度末) 
91.2％ 

目 標 値 

(H33 年度末) 
100％ 

 

[１－１０] 

具 体 策 名 庁内ネットワーク環境整備の推進 

担 当 部 局 総務局 対   象 □市民等向け  ☑庁内向け 

概   要 
本館、東別館、みなと大通り別館の WAN 系及び基幹系の老朽化したネットワー

ク配線及びネットワーク機器を再整備する。 

期待される 

効   果 
ネットワーク環境の改善、システムの安定運用 

指   標 ― 

実 績 値 

(H28 年度末) 
― 

目 標 値 

(H33 年度末) 
― 

 

[１－１１] 

具 体 策 名 確定面積平面図等閲覧システムの導入 

担 当 部 局 建設局 対   象 ☑市民等向け  □庁内向け 

概   要 
市民の利便性向上等を図るため、市ホームページを利用し、確定面積平面図等の

閲覧が可能なシステムの導入を検討する。 

期待される 

効   果 
市民の利便性向上、事務作業の軽減 

指   標 ― 

実 績 値 

(H28 年度末) 
― 

目 標 値 

(H33 年度末) 
― 
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② 地域の ICT 利活用促進【施策２】 

  [２－１] 

具 体 策 名 地域コミュニティ連携組織ポータルサイトの運営 

担 当 部 局 市民局 対   象 ☑市民等向け  □庁内向け 

概   要 

地域コミュニティ連携組織の活動内容等を市民へ広く公表するとともに、地域コ

ミュニティ連携組織・町内会・市民間の情報交換及び交流の場となるポータルサ

イトを運営することで、特に若い世代の市民活動への参画を促進するきっかけづ

くりに取り組み、コミュニティビジョンの推進を図る。 

期待される 

効   果 

本市が取り組むコミュニティ施策の基本指針となるコミュニティビジョンの推進

が図られる。 

指   標 
①ホームページへのアクセス数 

②リンク先数 

実 績 値 

(H28 年度末) 

①2,426 件 

②6 件 

目 標 値 

(H33 年度末) 

①5,000 件 

②79 件 

 

[２－２] 

具 体 策 名 通信環境の改善促進 

担 当 部 局 総務局 対   象 ☑市民等向け  □庁内向け 

概   要 

携帯電話の不感地区や光回線の未整備地区などについて情報収集に努めるととも

に、市民等からの整備要望について通信事業者に伝達するなど、通信環境の改善

を図る。 

期待される 

効   果 
通信環境の改善、地域間格差の解消 

指   標 ― 

実 績 値 

(H28 年度末) 
― 

目 標 値 

(H33 年度末) 
― 

 

[２－３] 

具 体 策 名 公共施設への公衆無線 LAN 設置の促進 

担 当 部 局 総務局 対   象 ☑市民等向け  ☑庁内向け 

概   要 
公衆無線 LAN 設置に参考となる情報を庁内に提供するなど、観光施設等の公共

施設への公衆無線 LAN 設置を支援する。 

期待される 

効   果 
公衆無線 LAN の円滑な運用、観光客等の利便性の向上 

指   標 公衆無線 LAN を導入した公共施設数（累計） 

実 績 値 

(H28 年度末) 
18 箇所 

目 標 値 

(H33 年度末) 
21 箇所 
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[２－４] 

具 体 策 名 オープンデータの推進 

担 当 部 局 総務局 対   象 ☑市民等向け □庁内向け 

概   要 

本市が保有する公共施設の位置情報等の公共データについて、市民や企業等が利

活用しやすいように、商用利用を含めた二次利用可能な条件等で公開するオープ

ンデータ化を推進する。 

期待される 

効   果 
地域経済の活性化、市民生活の利便性向上 

指   標 公開データ数 

実 績 値 

(H28 年度末) 
58 件 

目 標 値 

(H33 年度末) 
78 件 

 

 

Ⅱ うるおい環境  

 

③ 環境分野における ICT 利活用の推進【施策３】 

  [３－１] 

具 体 策 名 庁内サーバの統合による消費電力の削減 

担 当 部 局 総務局 対   象 □市民等向け  ☑庁内向け 

概   要 
住民情報系システムの庁内サーバの更新時に、仮想化技術等によりサーバを統合

し、効率化した構成にすることで、消費電力の削減を図る。 

期待される 

効   果 
消費電力の削減 

指   標 サーバの消費電力（仕様上の数値） 

実 績 値 

(H28 年度末) 
66.1kVA 

目 標 値 

(H33 年度末) 
― 
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[３－２] 

具 体 策 名 かごしま環境未来館ホームページの運営 

担 当 部 局 環境局 対   象 ☑市民等向け  ☑庁内向け 

概   要 
市民や事業者、学校等に環境に関する情報を分かりやすく伝えるなど、環境学習

の促進、環境保全活動の支援を行う。 

期待される 

効   果 
環境学習の促進や環境保全活動の支援につながる。 

指   標 ホームページへのアクセス数 

実 績 値 

(H28 年度末) 
87,582 件 

目 標 値 

(H33 年度末) 
95,000 件 

 

[３－３] 

具 体 策 名 ゼロエネルギー住宅等整備促進事業の推進 

担 当 部 局 環境局 対   象 ☑市民等向け  □庁内向け 

概   要 

太陽光発電システムと併設して HEMS（ヘムス：Home Energy Management 

System）を設置する場合等に補助することにより、住宅の省エネ化を促進し、暮

らしの低炭素化を推進する。 

期待される 

効   果 
住宅の省エネ化の促進と暮らしの低炭素化の推進が図られる。 

指   標 HEMS 設置の補助件数 

実 績 値 

(H28 年度末) 
384 件 

目 標 値 

(H33 年度末) 
― 

 

[３－４] 

具 体 策 名 ごみ分別アプリ（さんあ～る）の活用 

担 当 部 局 環境局 対   象 ☑市民等向け  □庁内向け 

概   要 
スマートフォンを利用して、ごみ・資源物の分別や収集日の通知などの情報発信

を行う。 

期待される 

効   果 
ごみの減量化・資源化の推進が図られる。 

指   標 アプリのダウンロード数（累計） 

実 績 値 

(H28 年度末) 
3,826 件 

目 標 値 

(H33 年度末) 
36,000 件 
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[３－５] 

具 体 策 名 生物多様性学習教材の提供 

担 当 部 局 環境局 対   象 ☑市民等向け  □庁内向け 

概   要 

生物多様性に関する学習を推進するため、小学生を対象として、本市の自然や生

き物、暮らしとの関係など生物多様性について分かりやすく学習するための WEB

教材の作成を検討する。 

期待される 

効   果 
学習教材を提供することで、生物多様性の認知度や理解度の向上が図られる。 

指   標 ホームページへのアクセス数 

実 績 値 

(H28 年度末) 
― 

目 標 値 

(H33 年度末) 
9,600 件 

 

 

Ⅲ にぎわい交流  

 

④ 観光・交流における ICT 利活用の推進【施策４】 

[４－１] 

具 体 策 名 観光ホームページの運営 

担 当 部 局 観光交流局 対   象 ☑市民等向け  □庁内向け 

概   要 
観光ホームページを活用し、その運営者である鹿児島観光コンベンション協会と

連携しながら、観光客等に情報提供を行う。 

期待される 

効   果 

観光客のニーズにあった情報を効果的に発信することで、本市の更なる観光振興

が図られる。 

指   標 ホームページへのアクセス数 

実 績 値 

(H28 年度末) 
2,170,769 件 

目 標 値 

(H33 年度末) 
2,280,000 件 
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[４－２] 

具 体 策 名 海外旅行会社等に対する「さきどり情報」の発信 

担 当 部 局 観光交流局 対   象 ☑市民等向け  □庁内向け 

概   要 
外国人観光客の更なる誘客を促進するために、香港・台湾などの旅行会社等に対

して、本市の旬の情報を掲載した「さきどり情報」を年 2 回メールで配信する。 

期待される 

効   果 
外国人観光客の誘客促進 

指   標 メールの送付件数 

実 績 値 

(H28 年度末) 
463 件 

目 標 値 

(H33 年度末) 
520 件 

 

[４－３] 

具 体 策 名 外国人観光客の受入体制の整備 

担 当 部 局 観光交流局 対   象 ☑市民等向け  □庁内向け 

概   要 

外国人観光客がスマートフォンやタブレット型端末を活用し、観光情報・交通情

報などを無料で気軽に入手できるような環境を整備することで、外国人観光客の

利便性の向上を図る。 

期待される 

効   果 
外国人観光客の利便性の向上 

指   標 公衆無線 LAN を導入した公共施設数（累計） 

実 績 値 

(H28 年度末) 
13 箇所 

目 標 値 

(H33 年度末) 
16 箇所 

 

[４－４] 

具 体 策 名 明治維新 150 年カウントダウンホームページの運営 

担 当 部 局 観光交流局 対   象 ☑市民等向け  □庁内向け 

概   要 
平成 30 年に迎える明治維新 150 年に向け、ホームページを活用して「維新のふ

るさと 鹿児島市」を広く全国にアピールする。 

期待される 

効   果 

明治維新 150 年に向けた取組や歴史資源等を魅力的かつ分かりやすく発信するこ

とで、本市の更なる観光振興が図られる。 

指   標 ホームページへのアクセス数 

実 績 値 

(H28 年度末) 
53,618 件 

目 標 値 

(H33 年度末) 

55,000 件 

（※H30 年度末） 
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 [４－５] 

具 体 策 名 第 75 回国民体育大会及び第 20 回全国障害者スポーツ大会ホームページの運営 

担 当 部 局 観光交流局 対   象 ☑市民等向け  □庁内向け 

概   要 
平成 32 年に開催される第 75 回国民体育大会及び第 20 回全国障害者スポーツ大

会のホームページを運営し、両大会の PR や情報提供を行う。 

期待される 

効   果 
大会の周知促進と迅速かつ効果的な情報提供 

指   標 ホームページへのアクセス数 

実 績 値 

(H28 年度末) 
― 

目 標 値 

(H33 年度末) 
― 

 

⑤ 地域産業における ICT 利活用の推進【施策５】 

[５－１] 

具 体 策 名 新規創業者等の育成支援 

担 当 部 局 産業局 対   象 ☑市民等向け  □庁内向け 

概   要 

ベンチャービジネスの展開や新規創業の促進等を図るため、インキュベーション

マネージャーによる助言・指導やセミナーの開催等により新規創業者等の育成支

援を行う。 

期待される 

効   果 
市内の情報関連企業を含む新規創業者等の育成が図られる。 

指   標 創業支援事業計画に基づく創業者数（累計） 

実 績 値 

(H28 年度末) 
112 人 

目 標 値 

(H33 年度末) 
292 人 

 

[５－２] 

具 体 策 名 情報関連企業の立地 

担 当 部 局 産業局 対   象 ☑市民等向け  □庁内向け 

概   要 

企業訪問活動や企業立地促進補助金制度の PR などにより、市外企業の誘致や地

元企業の増設等による企業立地を推進し、年間 2 件以上の情報関連企業の立地を

目指す。 

期待される 

効   果 
地域経済の発展や雇用の拡大につながる。 

指   標 立地協定締結数（累計） 

実 績 値 

(H28 年度末) 
13 件 

目 標 値 

(H33 年度末) 
23 件 



31 

[５－３] 

具 体 策 名 ICT を活用した新たなビジネスの創出 

担 当 部 局 産業局 対   象 ☑市民等向け  □庁内向け 

概   要 

「鹿児島市新産業創出研究会」に所属する部会員（民間事業者等）に対する事業化

支援を通じて、健康寿命延伸に寄与するヘルスケアビジネスなど、ICT を利活用

した新たなビジネスを創出する。 

期待される 

効   果 
新たな産業の創出につながる。 

指   標 補助金を活用した新たなビジネスの事業化数（累計） 

実 績 値 

(H28 年度末) 
1 件 

目 標 値 

(H33 年度末) 
― 

 

[５－４] 

具 体 策 名 しごと情報ナビの運営 

担 当 部 局 産業局 対   象 ☑市民等向け  □庁内向け 

概   要 

労働局やハローワーク、県など様々な機関が発信している市内の仕事に関する情

報へのアクセスを一元的に集約したポータルサイト（かごしま市しごと情報ナビ）

を運営し、求職者や事業者に分かりやすく情報提供する。 

期待される 

効   果 

仕事に関する情報を求職者や事業者に分かりやすく案内することで、本市におけ

る雇用機会の拡大が図られる。 

指   標 ホームページへのアクセス数 

実 績 値 

(H28 年度末) 
― 

目 標 値 

(H33 年度末) 
12,000 件 

 

[５－５] 

具 体 策 名 農業における ICT 活用事例の情報提供 

担 当 部 局 産業局 対   象 ☑市民等向け  ☑庁内向け 

概   要 
デジタル歩数計や自動搾乳機の導入など、ICT やロボット等を活用したスマート

農業を目指すため、農業関連の各種会議等を通じて活用事例等の情報提供を行う。 

期待される 

効   果 
農業生産の向上が図られる。 

指   標 ― 

実 績 値 

(H28 年度末) 
― 

目 標 値 

(H33 年度末) 
― 
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Ⅳ すこやか安心  

 

⑥ 子育て支援における ICT 利活用の推進【施策６】 

[６－１] 

具 体 策 名 子育て支援情報サイトの運営 

担 当 部 局 健康福祉局 対   象 ☑市民等向け  □庁内向け 

概   要 
子育て応援ポータルサイト（夢すくすくねっと）を運営し、サイトの更なる周知

を行うことで、子育て支援に関する情報発信の充実を図る。 

期待される 

効   果 
子育て支援に関する情報発信の充実が図られる。 

指   標 ホームページへのアクセス数 

実 績 値 

(H28 年度末) 
83,149 件 

目 標 値 

(H33 年度末) 
97,000 件 

 

⑦ 健康・福祉・医療における ICT 利活用の推進【施策７】 

[７－１] 

具 体 策 名 高齢者いきいき元気塾における ICT 基礎講座の実施 

担 当 部 局 健康福祉局 対   象 ☑市民等向け  □庁内向け 

概   要 

生涯学習プラザ講座、地域公民館講座の中で、インターネット・メール等に関す

る学習の場を設け、ICT に対する関心を高めるとともに、情報セキュリティの必

要性と安心・安全な活用法について啓発する。 

期待される 

効   果 

ICT に対する意欲や関心の向上、情報セキュリティの必要性と安心・安全な活用

法の定着 

指   標 講座数 

実 績 値 

(H28 年度末) 
51 講座 

目 標 値 

(H33 年度末) 
52 講座 
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[７－２] 

具 体 策 名 ひとり暮らし高齢者宅等への安心通報システムの設置 

担 当 部 局 健康福祉局 対   象 ☑市民等向け  □庁内向け 

概   要 
急病などの緊急時に、非常ボタンやセンサーによる通報により、警備員が駆けつ

け、必要に応じて救急車の出動要請を行う通報システムを設置する。 

期待される 

効   果 
ひとり暮らし高齢者等の生活の安全の確保と不安の解消が図られる｡ 

指   標 利用者数 

実 績 値 

(H28 年度末) 

①高齢者 1,319 人 

②障害者 29 人 

目 標 値 

(H33 年度末) 

①高齢者 1,700 人 

②障害者 49 人 

 

⑧ 危機管理・防災における ICT 利活用の推進【施策８】 

 [８－１] 

具 体 策 名 安心ネットワーク 119 登録者の加入促進 

担 当 部 局 消防局 対   象 ☑市民等向け  ☑庁内向け 

概   要 

多くの市民が本市で発生した火災等の災害や気象情報を迅速・確実に知ることで、

生命・身体・財産を保護し被害の軽減が図られることから、登録者の加入促進を

行う。 

期待される 

効   果 

多くの市民が登録することで、火災やその他の災害から自分自身の身を守ること

ができ、また、災害予防の啓発にもつながり、安心・安全が図られる。 

指   標 登録者数 

実 績 値 

(H28 年度末) 
9,660 人 

目 標 値 

(H33 年度末) 
12,000 人 

 

[８－２] 

具 体 策 名 消防緊急通信指令システムの拡充 

担 当 部 局 消防局 対   象 ☑市民等向け  ☑庁内向け 

概   要 
市民の生命・身体・財産を災害等から保護し、被害の軽減につなげるために、消

防緊急通信指令システムの機能拡充について検討する。 

期待される 

効   果 
市民の生命・身体・財産について、災害等による被害の軽減が期待される。 

指   標 ― 

実 績 値 

(H28 年度末) 
― 

目 標 値 

(H33 年度末) 
― 
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[８－３] 

具 体 策 名 SNS 等を活用した防災情報の発信 

担 当 部 局 消防局 対   象 ☑市民等向け  □庁内向け 

概   要 
Facebook を活用し、災害に関する情報や気象情報を発信することで、市民の防災

意識に対する高揚を図る。 

期待される 

効   果 

多くの市民に周知することで、市民が積極的に防災情報を収集することができ、

防災意識の高揚が図られる。 

指   標 フォロワー数 

実 績 値 

(H28 年度末) 
927 人 

目 標 値 

(H33 年度末) 
1,000 人 

 

[８－４] 

具 体 策 名 インターネットを活用した 119 番通報システムの導入 

担 当 部 局 消防局 対   象 ☑市民等向け  □庁内向け 

概   要 
聴覚・言語機能障害者からの音声によらない 119 番通報が可能なシステムの導入

を検討する。 

期待される 

効   果 

システムの導入により、聴覚・言語機能障害者の安心・安全及び利便性の向上が

図られる。 

指   標 ― 

実 績 値 

(H28 年度末) 
― 

目 標 値 

(H33 年度末) 
― 

 

[８－５] 

具 体 策 名 防災情報システムの充実 

担 当 部 局 危機管理局 対   象 □市民等向け  ☑庁内向け 

概   要 

熊本地震等の教訓を踏まえ、物資の管理機能等を有する操作性の高い防災情報シ

ステムの導入を検討し、大規模災害発生時においても全庁的に防災対応を行える

体制の整備を図る。 

期待される 

効   果 
防災関係課による円滑な災害対応の実現 

指   標 ― 

実 績 値 

(H28 年度末) 
― 

目 標 値 

(H33 年度末) 
― 
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[８－６] 

具 体 策 名 J アラート機能の強化 

担 当 部 局 危機管理局 対   象 ☑市民等向け  ☑庁内向け 

概   要 

緊急地震速報や弾道ミサイルの情報など、市民の生命・身体に関わる重要な緊急

情報を、より迅速に伝達できるようにするために、J アラート新型受信機の導入

を検討し、機能強化を図る。 

期待される 

効   果 
緊急情報の市民への迅速な伝達 

指   標 ― 

実 績 値 

(H28 年度末) 
― 

目 標 値 

(H33 年度末) 
― 

 

 

Ⅴ まなび文化  

 

⑨ 学校教育・生涯学習等における ICT 利活用の推進【施策９】 

[９－１] 

具 体 策 名 学習用・校務用機器等の整備 

担 当 部 局 教育委員会 対   象 ☑市民等向け  □庁内向け 

概   要 
タブレット型端末を含む ICT 機器の計画的な整備と拡充を図り、安心・安全な教

育用ネットワーク機器等の維持管理を行う。 

期待される 

効   果 
児童生徒の情報活用能力の育成、教科指導における ICT 活用の推進 

指   標 児童生徒一人当たりのパソコン整備率 

実 績 値 

(H28 年度末) 
2.62 人に 1 台 

目 標 値 

(H33 年度末) 
― 
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[９－２] 

具 体 策 名 ICT 支援員の派遣 

担 当 部 局 教育委員会 対   象 ☑市民等向け  □庁内向け 

概   要 
児童生徒の情報活用能力及び教職員の ICT 活用指導力の向上のため、ICT 支援員

を派遣し、学校での校内研修や授業支援を行う。 

期待される 

効   果 

ICT 支援員派遣やデジタルコンテンツ等の配信により、児童生徒の情報活用能力

及び教職員の ICT 活用指導力の向上が図られる。 

指   標 文部科学省「教員の ICT 活用指導力」チェックリスト 

実 績 値 

(H28 年度末) 

①教員 78.2％ 

②児童生徒 63.1％ 

目 標 値 

(H33 年度末) 

①教員 85％ 

②児童生徒 70％ 

 

[９－３] 

具 体 策 名 情報教育（情報モラル等）の充実 

担 当 部 局 教育委員会 対   象 ☑市民等向け  □庁内向け 

概   要 

情報モラル指導に関する教職員向け研修講座の実施と教材の配信により､児童生

徒等の情報セキュリティに対する意識と理解を深めるとともに、情報モラルの向

上を図る。 

期待される 

効   果 

全ての学校で、各教科・領域の年間指導計画に位置づけて実施することで、情報

モラル・情報セキュリティに対する意識と理解が深まる。 

指   標 
①情報教育（情報モラル等）の実施校 

②実施時間数 

実 績 値 

(H28 年度末) 

①98.5％ 

②25.2 時間 

目 標 値 

(H33 年度末) 

①100％ 

②26 時間 

 

[９－４] 

具 体 策 名 インターネットの安全利用に関する啓発 

担 当 部 局 教育委員会 対   象 ☑市民等向け  □庁内向け 

概   要 

携帯電話、携帯ゲーム機、パソコン等を通じたインターネット上のトラブルから

児童生徒を守るために、フィルタリングの設定促進などについて、リーフレット

やホームページを通して、児童生徒・保護者への啓発を図る。 

期待される 

効   果 
インターネットの安全利用について、児童生徒や保護者の意識向上が図られる。 

指   標 小・中・高等学校の教職員・児童生徒・保護者へのリーフレット配布率 

実 績 値 

(H28 年度末) 
100％ 

目 標 値 

(H33 年度末) 
100％ 
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[９－５] 

具 体 策 名 消費生活学習資料の作成・配布 

担 当 部 局 市民局 対   象 ☑市民等向け  □庁内向け 

概   要 
若年層の消費者トラブルを未然に防止するため、小・中学生向け学習資料を作成・

配布し、消費者啓発の充実を図る。 

期待される 

効   果 
若年層の消費者トラブルの未然防止と消費者啓発の充実が図られる。 

指   標 消費生活学習資料の配布率（対象：市内小学 5 年生・中学 1 年生） 

実 績 値 

(H28 年度末) 
100％ 

目 標 値 

(H33 年度末) 
100％ 

 

[９－６] 

具 体 策 名 ICT 基礎講座の実施 

担 当 部 局 教育委員会 対   象 ☑市民等向け  □庁内向け 

概   要 

生涯学習プラザ講座、地域公民館講座や小・中学校の家庭教育学級の中で、イン

ターネット・メール等に関する学習の場を設け、ICT に対する関心を高めるとと

もに、情報セキュリティの必要性と安心・安全な活用法について啓発する。 

期待される 

効   果 

ICT に対する意欲・関心の向上、情報セキュリティの必要性と安心・安全な活用

法の定着 

指   標 講座数 

実 績 値 

(H28 年度末) 
221 講座 

目 標 値 

(H33 年度末) 
228 講座 

 

[９－７] 

具 体 策 名 生涯学習情報システム（キュートピア・ネット）の利便性向上 

担 当 部 局 教育委員会 対   象 ☑市民等向け  □庁内向け 

概   要 

安定的なシステム運用のため、地域公民館やスポーツ施設の業務端末を年次的に

更新する。また、回線や周辺機器等についても計画的に更新を行い、キュートピ

ア・ネット利用者の利便性向上を図る。 

期待される 

効   果 
市民の利便性向上 

指   標 キュートピア・ネットへのアクセス数 

実 績 値 

(H28 年度末) 
472,181 件 

目 標 値 

(H33 年度末) 
510,000 件 
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[９－８] 

具 体 策 名 図書館電算システムの運用促進 

担 当 部 局 教育委員会 対   象 ☑市民等向け  □庁内向け 

概   要 

図書館電算システムを安定的に運用し、蔵書管理・貸出・返却業務の他、館内端末

機やインターネットを通じての蔵書検索・予約・利用状況確認等のサービスを提供

することにより、市立図書館及び地域公民館図書室利用者の利便性向上を図る。 

期待される 

効   果 

市立図書館及び地域公民館図書室利用者の利便性向上を図ることにより、生涯学

習における ICT 活用の促進に寄与する。 

指   標 予約全体に対するシステム（インターネット・館内端末機）を通じた予約率 

実 績 値 

(H28 年度末) 
70.2％ 

目 標 値 

(H33 年度末) 
71.9％ 

 

 

Ⅵ まち基盤  

 

⑩ 都市基盤・公共施設における ICT 利活用の推進【施策１０】 

[１０－１] 

具 体 策 名 ストックマネジメントシステムの導入 

担 当 部 局 水道局 対   象 □市民等向け  ☑庁内向け 

概   要 
上下水道施設の状態を客観的に把握・評価し、中長期的な予測を基に計画的かつ

効率的に施設を管理するシステムを導入する。 

期待される 

効   果 

施設・設備に係る情報を一元的に蓄積し、効率的に活用することで、適切な施設

管理を行うことができる。 

指   標 ― 

実 績 値 

(H28 年度末) 
― 

目 標 値 

(H33 年度末) 
― 
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[１０－２] 

具 体 策 名 ロケーションシステムの導入 

担 当 部 局 交通局 対   象 ☑市民等向け  □庁内向け 

概   要 

渋滞などによる遅延の不安解消や市電・市バス等のスムーズな乗換を図るために、

スマートフォン等に車両の接近情報等を提供するロケーションシステム（多言語

対応）の導入を検討する。 

期待される 

効   果 
市電・市バス利用者の不安・不満の解消と利便性の向上 

指   標 ― 

実 績 値 

(H28 年度末) 
― 

目 標 値 

(H33 年度末) 
― 
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庁内体制

鹿児島市地域情報化推進本部

本部長、副本部長＝副市長
各局長、教育長、企業管理者等

各部会

各会長＝各局長

幹事会

幹事長＝総務部長
各局庶務担当課長等

調査・検討(所管局) 調査・検討(全局横断的)

推進本部幹事会

ワーキンググループ

現状・問題点の洗い出し

鹿児島市地域情報化

推進委員会
学識経験者、

公募市民等

意見・提言

庁外体制

第４章 計画の推進 

 

４－１ 推進体制 

地域情報化を着実に推進するためには、市民と産学官が一体となって相互に連携を図りながら

計画を推進する体制と進捗状況をチェックする体制を確立することが必要です。 

本計画においては、庁内体制に加え、学識経験者や公募市民等で構成された「鹿児島市地域情

報化推進委員会」の意見や提言などを踏まえ、情報化施策を推進します。 

 

〔図表〕推進体制  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４－２ 計画の進捗状況の管理 

本計画に掲げる施策や具体策の実効性を上げるために、PDCA サイクル（Plan：計画、Do：実

行、Check：評価、Action：改善）に基づき、適切な進捗管理を実施します。 

進捗状況は、毎年度、鹿児島市地域情報化推進本部に報告するとともに、鹿児島市地域情報化

推進委員会において、各種施策の進捗状況や問題点等に関する意見や提言をいただき、計画の推

進に反映します。 

 

 

 

 

 

 



41 

４－３ 地域情報化推進の視点 

地域情報化を推進するにあたり、本計画では、次の 8 つの視点に留意して取組を推進します。 

 

① 利用者の視点 

地域情報化を推進する目的の一つは利用者の利便性を向上させることであり、そのため

には、利用者のニーズを十分に把握することが重要です。システムやサービスの導入にあ

たっては、利用者のニーズを適切に把握するとともに、それを有効に活用できる環境の整

備に努めます。 

  

② 費用対効果の視点 

システムやサービスの導入にあたっては、地方公共団体の厳しい財政状況を踏まえ、よ

り効率的かつ効果的なものとなるよう、費用対効果を十分に検討します。 

 

  ③ 市民との協働・連携の視点 

各種取組を推進するにあたっては、市民や地域団体、NPO、事業者、大学をはじめとす

る研究機関、その他の公共機関との連携を図るよう努めます。 

 

  ④ 共同化の視点 

システムの導入にあたっては、運用経費の削減等が図られるよう、国や県が提供してい

るシステムの共同利用などについて検討します。 

 

  ⑤ 標準化の視点 

システムやサービスの導入にあたっては、国内外の標準化の動向を注視しながら、可能

な限り国際標準・国内標準に準拠したものとなるようにします。また、オープン化された

標準仕様や共通仕様、無償又は低コストで再利用が可能なプログラムがある場合には、こ

れを活用します。 

 

⑥ ユニバーサルデザインの視点 

年齢、性別、障害の有無、国籍等により ICT の便益の享受に格差が生じることがないよ

う、ユニバーサルデザインに配慮した機器やサービス等の導入を推進します。 

   

⑦ 情報セキュリティ対策の視点 

「鹿児島市情報セキュリティポリシー」に基づいて対策を推進し、情報セキュリティを取

り巻く状況の変化に応じた技術的対策の一層の強化を図ります。 

   

⑧ 環境配慮の視点 

地球温暖化は急激に進行しており、温室効果ガスの抑制はあらゆる分野において緊急の

課題となっています。ICT の分野においても、機器の選定やサービスの開発にあたっては、

環境に配慮するよう努めます。 
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第５章 資料編 

 

５－１ 計画の策定経過 

 

(１) 鹿児島市地域情報化推進委員会の開催状況                             

 

 

(２) 鹿児島市地域情報化推進委員会設置要綱                             

（設置） 

第１条 本市の地域情報化を総括的に推進するに当たり、学識経験者、市民等の意見を反映さ

せるため、鹿児島市地域情報化推進委員会（以下「委員会」という。）を設置する。 

  （所掌事務） 

第２条 委員会の所掌事項は、次に掲げるとおりとする。 

(1) 鹿児島市地域情報化計画の策定に係る意見及び提言に関すること。 

 (2) 鹿児島市地域情報化計画の進行状況の確認及び推進のための方策の検討に関すること。 

 (3) その他地域情報化の推進に関し必要な事項 

 （組織） 

第３条 委員会は、１０人以内の委員をもって組織する。 

２ 委員は、次の各号に掲げる区分ごとに当該各号に掲げる人数の者を市長が委嘱する。 

 (1) 学識経験者、関係行政機関の職員及び関係団体の職員 ８人以内 

 (2) 市長が行う公募に応じた者 ２人以内 

（任期） 

第４条 委員の任期は、２年とする。ただし、委員が欠けた場合における補欠の委員の任期は、

前任者の残任期間とする。 

２ 委員は、再任されることができる。 

 （委員長及び副委員長） 

第５条 委員会に委員長及び副委員長それぞれ１人を置き、委員の互選によりこれらを定める。 

２ 委員長は、委員会を代表し、会務を総理し、委員会の会議（以下「会議」という。）の議長

を務める。 

開催日 協議事項 

平成 29 年 6 月 8 日 
・第三次鹿児島市地域情報化計画の進捗状況について 

・次期鹿児島市地域情報化計画策定事業について 

平成 29 年 8 月 28 日 
・第三次鹿児島市地域情報化計画の総括案について 

・次期鹿児島市地域情報化計画の骨子案について 

平成 29 年 10 月 24 日 ・第四次鹿児島市地域情報化計画の素案について 

平成 30 年 1 月 31 日 
・第四次鹿児島市地域情報化計画(素案)に係るパブリック 

コメント手続の実施結果及び計画案について 
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３ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき又は委員長が欠けたときは、その

職務を代理する。 

 （会議） 

第６条 会議は、委員長が必要に応じて招集する。 

２ 委員長は、必要があると認めるときは、委員以外の者に会議への出席を求め、意見を聴く

ことができる。 

 （庶務） 

第７条 委員会の庶務は、総務局総務部情報システム課において処理する。 

 （その他） 

第８条 この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員長が別に定め

る。 

付 則 

  （施行期日） 

１ この要綱は、平成１９年６月１日から施行する。 

（鹿児島市地域情報化推進懇話会設置要綱及び鹿児島市地域ＩＴプラン２１懇話会設置要綱

の廃止） 

２ 次に掲げる要綱は、廃止する。 

 (1) 鹿児島市地域情報化推進懇話会設置要綱（平成９年６月９日制定） 

 (2) 鹿児島市地域ＩＴプラン２１懇話会設置要綱（平成１４年６月２８日制定） 

付 則 

この要綱は、平成２１年４月１日から施行する。 

付 則 

この要綱は、平成２３年６月２２日から施行する。 

付 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。 

  （経過措置） 

２ 第６条第１項の規定にかかわらず、新たな任期が始まる日以後最初に開かれる会議の招集

については、総務局総務部情報システム課において処理する。 
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(３) 鹿児島市地域情報化推進委員会委員名簿                             

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

№ 役職 氏名 所属 

1 委 員 長 萩野 誠 鹿児島大学法文学部 教授 

2 副委員長 森 邦彦 
鹿児島大学 

学術情報基盤センター 
センター長 

3 委  員 甲斐 薫 
特定非営利活動法人 

鹿児島インファーメーション 
会員 

4 委  員 香川 麻美 KCS 鹿児島情報専門学校 講師 

5 委  員 柏木 梨沙 公募委員   

6 委  員 德永 麻里紗 公益社団法人鹿児島青年会議所 監事 

7 委  員 中園 信吾 公募委員   

8 委  員 吹留 博実 株式会社鹿児島 TLO 代表取締役社長 

9 委  員 堀江 順司 日本政策投資銀行南九州支店 次長兼企画調査課長 

10 委  員 松元 まや 
一般社団法人 

鹿児島県情報サービス産業協会 
理事 

※敬称略 
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５－２ 用語解説 

 

用 語 解  説 
初掲載 

ページ 

ア IoT 

（アイオーティー） 

Internet of Things の略で、「モノのインターネット」と呼

ばれる。自動車、家電、ロボット、施設などあらゆるモノ

がインターネットにつながり、情報のやり取りをすること

で、モノのデータ化やそれに基づく自動化等が進展し、新

たな付加価値を生み出す。 

1 

ICT 

（アイシーティー） 

Information and Communications Technology の略で、情

報通信技術のこと。 
1 

ICT リテラシー インターネットを安心・安全に利用するための知識やイン

ターネット等各種メディアを主体的に読み解く能力、新た

に普及する ICT 機器にアクセスし活用する能力、メディア

を通じコミュニケーションを創造する能力等のこと。 

12 

アクセシビリティ 情報システムへのアクセスのしやすさ、利用しやすさを表

す言葉で、障害者や高齢者などが不自由なく利用可能かど

うかの度合いを示すもの。 

21 

アプリ アプリケーションソフトウェアの略で、パソコンやスマー

トフォン等で特定の用途や目的のために使用するソフトウ

ェアのこと。 

19 

イ e ラーニング 

（イーラーニング） 

Electronic Learning のことで、コンピュータやネットワー

クなどの情報技術を活用して行われる学習・教育の総称。 
24 

一次対応完了率 コールセンターへの問い合わせ総件数に占めるコールセン

ターで解決した件数の割合のこと。 
22 

インキュベーションマ

ネージャー 

独立・起業を目指す方や起業して間もない方に、事業の知

識やノウハウ、経営資源など不足するものを補い、事業化

の手助けを行う人のこと。 

30 

エ AI 

（エーアイ） 

Artificial Intelligence の略で、学習や推論など人間の知能

が持つ役割をコンピュータで実現する技術のこと。人工知

能ともいう。 

1 

SNS 

（エスエヌエス） 

Social Networking Service の略で、個人間のコミュニケー

ションを促進し、社会的なネットワークの構築を支援する

インターネットを利用したサービスのこと。 

1 

FAQ 

（エフエーキュー） 

Frequently Asked Question の略で、頻繁に尋ねられる質

問のこと。多くの人が同じような質問をすると予想される

ときに、あらかじめ回答を用意した Q&A 集を指す。 

19 

LTE 

（エルティーイー） 

Long Term Evolution の略で、携帯電話のデータ通信方式

の一つ。最大伝送速度は、下り 100Mbps 以上、上り 50Mbps

以上で、携帯電話でブロードバンド並みの高速通信が可能

になるとされている。 

7 

オ オープンデータ 地方公共団体等が保有する公共データを、市民や企業等が

利活用しやすいように機械判読に適した形式で、二次利用

可能なルールの下で公開すること。 

1 

カ かごしま i マップ 鹿児島市が電子地図を使って市内の様々な施設やエリアの

情報を、インターネットを通じて提供する地図情報システ

ムのこと。 

23 
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用 語 解  説 
初掲載 

ページ 

コ 公衆無線 LAN 店舗や公共の空間などで提供される無線 LAN によるイン

ターネット接続サービスのことで、ケーブル線の代わりに

無線通信を利用してデータの送受信を行う。 

19 

個人番号カード 本人の申請により交付され、個人番号を証明する書類や本

人確認の際の公的な身分証明書として利用でき、また、様々

な行政サービスを受けることができるようになる IC カー

ド。マイナンバーカードともいう。 

22 

コミュニティビジョン 地域コミュニティの将来像やその実現に向けた取組の基本

的な方向性を示す指針のこと。 
25 

サ サイバー攻撃 コンピュータシステムやインターネットなどを利用して、

標的のコンピュータやネットワークに不正に侵入してデー

タの詐取や破壊、改ざんなどを行い、標的のシステムを機

能不全に陥らせること。特定の組織や集団、個人を狙った

ものと、不特定多数を無差別に攻撃するものがある。 

4 

サイバーセキュリティ サイバー攻撃に対する防御行為のことで、コンピュータへ

の不正侵入、データの改ざんや破壊、情報漏えい、ウイル

ス感染などがなされないよう、コンピュータやネットワー

クの安全を確保する。 

1 

シ GIS 

（ジーアイエス） 

Geographic Information System の略で、地理情報システ

ムのこと。位置に関する情報をもったデータを総合的に管

理し、加工し、視覚的に表示し、高度な分析や迅速な判断

を可能にする技術。 

13 

J アラート 

 

総務省消防庁の全国瞬時警報システム。人工衛星を介して

各自治体の防災行政無線システムを自動的に起動し、国か

ら発令された警報を音声で各地住民に通達するもの。地

震・津波など緊急を要する自然災害や、ミサイル攻撃・大

規模テロなどの有事の際に使用される。 

20 

住民基本台帳カード 行政手続きをインターネットで申請できるなど、電子政

府・電子自治体の基盤ともなるセキュリティに優れた IC カ

ード。なお、個人番号カードの交付開始に伴い、平成 27 年

12 月で、住民基本台帳カードの交付は終了した。 

22 

情報セキュリティ 情報資産を安全に管理し、適切に利用できるように運営す

る経営管理のこと。適切な管理・運営のためには、情報の

機密性・安全性・可用性が保たれていることが必要となる。 

4 

情報セキュリティポリ

シー 

情報セキュリティに関する基本方針。どの情報を誰が読み

取れるようにするか、どの操作を誰に対し許可するか、ど

のデータを暗号化するか等、情報の目的外使用や外部から

の侵入、機密漏えい等を防止するための方針を定めたもの。 

41 

情報モラル インターネットを通じて他者と情報をやり取りするにあた

り、他者や自らを害することが無いよう身に付けるべき基

本的な態度や考え方のことで、情報化社会で適切に活動す

るために求められる。 

13 

循環型社会 天然資源を有効に利用するため、再利用や再生をして環境

負荷を減らす仕組みをもつ社会のこと。 
15 

http://e-words.jp/w/%E4%B8%8D%E6%AD%A3%E3%82%A2%E3%82%AF%E3%82%BB%E3%82%B9.html
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用 語 解  説 
初掲載 

ページ 

ス ストックマネジメント 構造物や施設の機能診断に基づく機能保全対策の実施を通

じて、既存施設の有効活用や長寿命化を図るための技術体

系及び管理手法の総称。 

20 

スマートフォン 多機能で高度な情報処理機能が備わった携帯電話の総称。

ウェブサイトの閲覧や電子メールの送受信といったインタ

ーネット利用、SNS 等のアプリの利用、パソコンで作成さ

れた各種書類ファイルの閲覧機能、無線 LAN 機能等が備わ

っている。 

1 

ソ ソーシャルメディア ブログや SNS、Twitter、Facebook、動画投稿・共有サイ

トなど、インターネットの情報発信技術によって誰もが参

加可能で社会的相互関係を生み出し利用することのできる

情報交流サービスの総称。 

9 

タ タブレット型端末 液晶ディスプレーなどの表示部分にタッチパネルを搭載し

た携帯情報端末の総称。 
1 

ツ Twitter 

（ツイッター） 

利用者が「ツイート」と呼ばれるつぶやきを投稿し、双方

向のやり取りをすることができるインターネット上のサー

ビスのこと。 

1 

テ 低炭素社会 地球温暖化の要因とされる温室効果ガスのうち、二酸化炭

素の排出量を低下させる産業と生活の仕組みをもつ社会の

こと。 

15 

デジタルコンテンツ 文字・画像・動画・音声・ゲーム等の情報全般又はその情

報内容のこと。電子媒体やネットワークを通じてやり取り

される情報を指して使われる場合が多い。 

36 

デジタルデバイド インターネットやパソコン等の情報通信技術を利用できる

者とできない者の間に生じる格差のこと。 
12 

ヒ PDCA サイクル 

（ピーディーシーエー

サイクル） 

業務遂行に際し、計画をたて（Plan）、実行し（Do）、その

評価（Check）に基づいて改善（Action）を行うという工

程を継続的に繰り返す仕組み（考え方）のこと。 

40 

ビッグデータ ICT の進展によってインターネット上で収集・分析できる

ようになった膨大なデータのことで、構造が複雑で、従来

の技術では管理や処理が困難なデータ群を指す。 

1 

フ フィルタリング 主に子どもを対象に、特定のインターネットサイトへのア

クセスを制限するサービスのこと。 
36 

Facebook 

（フェイスブック） 

利用者がメッセージのやり取りや近況の確認など交流がで

きるインターネット上のサービスのこと。 
1 

4G 

（フォージー） 

4th Generation の略で、携帯電話やスマートフォンなどで

用いられる移動体通信システム規格の一つ。4G は第四世代

を意味し、高速かつ大容量のデータ通信を可能とする第三

世代（3G）をさらに高度化させたもの。 

7 

フォロワー ソーシャルメディアにおいて、特定ユーザーの更新状況を

把握できる機能設定を利用し、当該ユーザーの活動を追っ

ている者のこと。 

21 
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用 語 解  説 
初掲載 

ページ 

ヘ HEMS 

（ヘムス） 

Home Energy Management System（ホームエネルギーマ

ネジメントシステム）の略で、家電製品や給湯機器をネッ

トワーク化したもので、表示機能と制御機能を持つシステ

ムのこと。 

27 

ベンチャービジネス 高度な技術や知識、独創性を駆使し、創造的・革新的な事

業を展開する新興企業のこと。 
30 

ホ ポータルサイト 分野別に情報が整理され、リンク先が表示されている入り

口となるホームページのこと。 
13 

ユ ユニバーサルデザイン 年齢、性別、障害の有無、国籍等といった差異を問わずに、

あらゆる人が利用できるように設計してあるデザインのこ

と。 

41 

ロ ロケーションシステム GPS（全地球測位システム：Global Positioning System）

等を利用して車両の位置情報を収集し、スマートフォンや

パソコン等に運行中の車両の位置情報を提供するシステム

のこと。 

20 

ワ WiMAX 

（ワイマックス） 

Worldwide Interoperability for Microwave Accessの略で、

スマートフォン等で用いられる高速無線通信ネットワーク

の規格の一つ。最大伝送速度は約 75Mbps。 

7 

WAN 

（ワン） 

Wide Area Network の略で、離れた施設や地域に分散して

いるネットワークを連携することで構築される通信網のこ

と。 

24 
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